
新型インフルエンザ等対策特別措置法における国と地方との関係

・国が全体方針を示し、都道府県が地域の実情に応じて各種措置を実施。
・広域的調整の必要性の観点から国に総合調整、指示の権限が留保されている。

国 都道府県
政府対策本部の設置（§15）
第十五条 内閣総理大臣は、（中略）閣議にかけて、臨時に内閣に新型インフル
エンザ等対策本部を設置するものとする。

都道府県対策本部の設置（§22）
第二十二条 （前段略）政府対策本部が設置されたときは、都道府県知事は、
都道府県行動計画で定めるところにより、直ちに、都道府県対策本部を設
置しなければならない。

政府方針の策定（§18）
第十八条 政府対策本部は、政府行動計画に基づき、新型インフルエンザ等への
基本的な対処の方針を定めるものとする。

４ 政府対策本部長は、基本的対処方針を定めようとするときは、あらかじめ、
感染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かなけ
ればならない。ただし、緊急を要する場合で、あらかじめ、その意見を聴くい
とまがないときは、この限りでない。

対処方針に基づく対策の実施（§3④）
第三条第四項 地方公共団体は、新型インフルエンザ等が発生したときは、
第十八条第一項に規定する基本的対処方針に基づき、自らその区域に係る
新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施し、及び当該地方公共団
体の区域において関係機関が実施する新型インフルエンザ等対策を総合的
に推進する責務を有する。

総合調整権（§20①）、指示権（§33①）
第二十条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施
するため必要があると認めるときは、基本的対処方針に基づき、指定行政機関
の長及び指定地方行政機関の長（中略）、都道府県の知事（中略）並びに指定
公共機関に対し、指定行政機関、都道府県及び指定公共機関が実施する新型イ
ンフルエンザ等対策に関する総合調整を行うことができる。

第三十三条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第二
十条第一項の総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合であって、新型
インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認める
ときは、その必要な限度において、（中略）必要な指示をすることができる。

意見の申出（§20②）
第二十条第二項 当該都道府県知事等及び指定公共機関は、当該都道府県又
は指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関して政府対策本
部長が行う総合調整に関し、政府対策本部長に対して意見を申し出ること
ができる。

緊急事態宣言（§32①）
第三十二条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等が国内で発生し、その全
国的かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼし、又
はそのおそれがあるものとして政令で定める要件に該当する事態が発生したと
認めるときは、新型インフルエンザ等緊急事態が発生した旨及び次に掲げる事
項の公示（「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」）をし、（中略）国会に報
告するものとする。

都道府県としての権限の実施（§45～49）
第四十五条 感染を防止するための協力要請等
第四十六条 住民に対する予防接種
第四十七条 医療等の確保
第四十八条 臨時の医療施設等
第四十九条 土地等の使用
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重点38：新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく施設使用制限に関する見直し（内閣官房）



新型インフルエンザ等対策特別措置法第45条等の運用①

考え方

ご提案の概要（支障事例）
・新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特措法」という。）上、第24条第９項は都道府県対策
本部長による一般的な協力要請であるが、第45条第２項は特定都道府県知事による政令の定める多数
の者が利用する施設等に対する範囲を限定した要請であり異なるもの。

・第45条第２項に基づく要請を行う場合、まずは業種や類型ごとに法的な要請を行うべき。
・全県的に多数の店舗等が点在し、組合など同業者の団体がない業種や団体があっても未加盟事業者が
多数存在する業種に対して第２項の要請を行うこととなると、相当数の個別店舗の営業確認等にかな
りの時間を要するなど迅速な対応が困難。

・施設の使用制限等を行う場合は、第１段階として、特措法第24条第９項による協力の要請を実施。
それに正当な理由がないもかかわらず応じない場合に、第２段階として、特措法第45条第２項に
基づく要請等を実施。

・特定都道府県知事は、特措法第45条第２項又は第３項に基づく、施設の使用制限の要請又は指示は、
施設を管理する者等に対して実施。特措法第45条第３項に基づく指示は、行政手続法第２条第４号の
不利益処分に該当すると考えられることも踏まえれば、特措法第45条第２項第３項に基づく施設の
使用制限の要請又は指示は、個別の施設を対象に行うことを予定。

・特措法第45条第２項又は第３項に基づく要請又は指示を行った場合の、特措法第45条第４項に基づく
公表も、特定可能な個別の施設名等を広く周知するという趣旨で実施。

・実態としては、特措法第24条第９項に基づく要請により、多くの事業者が要請に従っていただいた
ことを考えると、今後とも、特措法第24条第９項と第45条第２項、第３項を適切に活用すること
により、対応をお願いしたい。
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○新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）
（感染を防止するための協力要請等）

第四十五条 （略）
２ 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護
し、並びに国民生活及び国民経済の混乱を回避するため必要があると認めるときは、新型インフルエンザ等の潜伏期間及び治癒までの期
間を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間において、学校、社会福祉施設（通所又は短期間の入所により利用されるものに限
る。）、興行場（興行場法（昭和二十三年法律第百三十七号）第一条第一項に規定する興行場をいう。）その他の政令で定める多数の者
が利用する施設を管理する者又は当該施設を使用して催物を開催する者（次項において「施設管理者等」という。）に対し、当該施設の
使用の制限若しくは停止又は催物の開催の制限若しくは停止その他政令で定める措置を講ずるよう要請することができる。

３ 施設管理者等が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないときは、特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等のまん延
を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済の混乱を回避するため特に必要があると認めるときに限り、当該
施設管理者等に対し、当該要請に係る措置を講ずべきことを指示することができる。

４ 特定都道府県知事は、第二項の規定による要請又は前項の規定による指示をしたときは、遅滞なく、その旨を公表しなければならない。

○第45条の規定に基づく要請、指示及び公表について（令和２年４月23日内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室長事務連絡）
１．特措法第45条第２項及び第３項の規定に基づく要請及び指示の対象
特措法45条第２項及び第３項の規定に基づく要請及び指示は、施設を管理する者等に対して行われるものであり、使用制限等の対象も

個別の施設となる。また、当該要請及び指示に伴う特措法第45条第４項の公表も、特定可能な個別の施設名等を広く周知することにより、
当該施設に行かないようにするという合理的行動を確保することを考え方の基本としている。
２．特措法第45条第２項及び第３項の規定に基づく要請及び指示の手続
特措法第45条第２項の規定に基づく要請は、行政手続法（行手法）第２条第１項第６号の行政指導、特措法第45条第３項の規定に基づ

く指示は、行手法第２条第１項第４号の不利益処分に該当すると考えられ、それぞれ行手法の規定に従うものとする。（以下略）

○新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針
三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項
（３）まん延防止
３）施設の使用制限等（前述した催物（イベント等）の開催制限、後述する学校等を除く）
①特定警戒都道府県は、法第24条第9項及び法第45条第２項等に基づき、感染の拡大につながるおそれのある施設の使用制限の要請等を行
うものとする。これらの場合における要請等にあたっては、第１段階として法第24条第９項による協力の要請を行うこととし、それに正当
な理由がないにもかかわらず応じない場合に、第２段階として法第45条第２項に基づく要請、次いで同条第３項に基づく指示を行い、これ
らの要請及び指示の公表を行うものとする。（以下略）

根拠条文等
新型インフルエンザ等対策特別措置法第45条等の運用②
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緊急事態措置等の実施に係る事前協議

○新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）
（国、地方公共団体等の責務）

第三条第四項 地方公共団体は、新型インフルエンザ等が発生したときは、第十八条第一項に規定する基本的対処方針に基づき、自らその区域に係る新型インフルエン
ザ等対策を的確かつ迅速に実施し、及び当該地方公共団体の区域において関係機関が実施する新型インフルエンザ等対策を総合的に推進する責務を有する。
（政府対策本部長の権限）

第二十条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、基本的対処方針に基づき、指定行政機関の長及び
指定地方行政機関の長並びに前条の規定により権限を委任された当該指定行政機関の職員及び当該指定地方行政機関の職員、都道府県の知事その他の執行機関（以下
「都道府県知事等」という。）並びに指定公共機関に対し、指定行政機関、都道府県及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行う
ことができる。
（政府対策本部長及び都道府県対策本部長の指示）

第三十三条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第二十条第一項の総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合であって、新型インフル
エンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに第十九条
の規定により権限を委任された当該指定行政機関の職員及び当該指定地方行政機関の職員、都道府県知事等並びに指定公共機関に対し、必要な指示をすることができ
る。この場合においては、第二十条第三項及び第四項の規定を準用する。

○新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（令和２年３月11日衆議院内閣委員会）
七 各種対策を実施する場合においては、国民の自由と権利の制限は必要最小限のものとすること。また、関係機関に対しても、その旨徹底すること。
○新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（令和２年３月11日参議院内閣委員会）
八 各種対策を実施する場合においては、国民の自由と権利の制限は必要最小限のものとすること。また、関係機関に対しても、その旨徹底すること。

考え方

ご提案の概要（支障事例）
・特措法第45 条第２項の要請に際し、国との事前協議が必要となっているため、機動的な対応が困難となっている。

・緊急事態措置等の実施に係る事前協議は、基本的対処方針において定められている。
・附帯決議において、国民の自由と権利の制限は必要最小限のものとすることとされている。
・新型コロナウイルス感染症の性質上、近隣の都道府県同士や全国の都道府県が足並みを揃えた取組が行われる必要が
あること等を踏まえて、特措法や基本的対処方針にのっとった取組が行われているのか等を確認する必要があり実施。

・基本的対処方針等に基づく事前協議を行うことにより、特措法第20条の総合調整権や特措法第33条の指示権によらず
とも、国と都道府県間における迅速かつ機動的な調整が可能。

○新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針
三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項
（６）その他重要な留意事項
３）関係機関との連携の推進
⑦特定都道府県等は、緊急事態措置等を実施するにあたっては、あらかじめ国と協議し、迅速な情報共有を行う。政府対策本部長は、特定都道府県が適切に緊急事態
措置を講じることができるよう、専門家の意見を踏まえつつ、特定都道府県と総合調整を行う。

根拠条文等
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令 和 ２ 年 ８ 月 ５ 日

農用地区域からの除外に係る

８年要件の起算点の見直しについて

資料

1
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重点20：農用地区域からの除外に係る8年要件の起算点の見直し（農林水産省）
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